
鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は，子どもを安心して育てることができるような体制の整備及び子ども・子育

て支援新制度の円滑な実施を図るため，予算の定めるところにより，第２条に規定する補

助事業者に対し，保育士資格及び幼稚園教諭免許状の取得に要する経費等について，予算

の範囲内において補助金を交付するものとし，その交付については，鹿児島県補助金等交

付規則（昭和63年鹿児島県規則第１号。以下「規則」という。）に定めるほか，この要綱

に定めるところによる。

（補助事業者）

第２条 この補助金は，平成29年４月17日雇児発0417第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知「保育人材確保事業の実施について」の別添１「保育士資格取得支援事業実施要

綱」（以下「保育士資格取得支援事業実施要綱」という。）及び平成27年５月21日初等中

等教育局長裁定「教育支援体制整備事業費交付金実施要領」（以下「教育支援体制整備事

業費交付金実施要領」という。）に基づいて行う，次の事業の対象施設（保育士資格取得

支援事業実施要綱及び教育支援体制整備事業費交付金実施要領に定める対象施設をいう。

以下同じ。）を運営する法人（鹿児島市内に所在する対象施設を除く。），市町村（鹿児

島市を除く。以下同じ）及び鹿児島市（鹿児島市内に所在する対象施設に限る。）を補助

事業者とする。

(1) 保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業（鹿児島市内に所在する対象施設を除

く。）

(2) 保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業

（補助対象経費及び補助率等）

第３条 補助金の補助対象事業の内容，補助対象経費，補助基準額及び補助率等は，別表の

とおりとする。

２ 補助金の交付額は，次により算出する。この場合において，事業ごとに算出された補助

額に1,000円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

(1) 対象施設の所在地が鹿児島市以外

補助金の交付額は，別表第１欄に定める事業ごとに，同表の第５欄に定める補助基準

額と，同表の第４欄に定める補助対象経費の実支出額と，総事業費から寄付金その他の

収入額を控除した額とを比較していずれか少ない方の額とする。

(2) 鹿児島市内に所在する対象施設

補助金の交付額は，別表第１欄に定める事業ごとに，同表の第５欄に定める補助基準

額と，同表の第４欄に定める補助対象経費の実支出額と，総事業費から寄付金その他の

収入額を控除した額とを比較していずれか少ない方の額に第６欄に定める補助率を乗じ

て得た額とする。



（事業実施計画書の提出等）

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，次により行うも

のとする。

１ 対象施設の所在地が鹿児島市以外

(1) 申請者は，事業の対象者が，児童福祉法（昭和22年法律第164号）第18条の６に基づき

厚生労働大臣の指定する保育士を養成する学校その他の施設又は幼稚園教諭を養成する

大学若しくは幼稚園免許状の更新講習を実施する施設の受講を開始した日の属する年度

内に，事業ごとに定める事業計画書（別記第１号様式）を，施設所在地の市町村を経由

の上（申請者が市町村の場合を除く。），知事に提出しなければならない。

(2) 知事は，事業実施計画書を受理した場合，内容の審査を行い，本補助金の対象の可否

を速やかに決定するものとする。

(3) 知事は，前項により本補助金の対象と認めた場合には，当該事業実施計画を承認し，

当該申請者に通知するとともに，第１項で経由した市町村に通知書の写しを送付するも

のとする。

２ 鹿児島市内に所在する対象施設

申請者は，事業の対象者が，幼稚園教諭を養成する大学又は幼稚園免許状の更新講習を

実施する施設の受講を開始した日の属する年度内に，教育支援体制整備事業費交付金実施

要領の事業ごとに定める実施計画書及び同計画を決定した旨の通知書の写しを知事に提出

しなければならない。

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付申請は，前条第１項の規定による承認を受けた後又は第２項の通知書

等の写しを提出した後，別表の第７欄に定める日までに，対象施設の所在する市町村を経

由して（申請者が市町村の場合を除く。），次により行うものとする。

２ 対象施設の所在地が鹿児島市以外

(1) 規則第３条の補助金等交付申請書は，別記第２号様式によるものとする。

(2) 規則第３条の規定により補助金等交付申請書に添付すべき書類は，次のとおりとする。

ア 鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金所要額内訳表（別記第４号様式）

イ 事業ごとに定める完了報告書（別記第６号様式）

ウ 鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金収支精算書（別記第７号様式）（申請者

が市町村以外の場合に限る。）

エ 歳入歳出予算（見込）書抄本（申請者が市町村の場合に限る。）

オ その他知事が必要と認める書類

３ 鹿児島市内に所在する対象施設

(1) 規則第３条の補助金等交付申請書は，別記第３号様式によるものとする。

(2) 規則第３条の規定により補助金等交付申請書に添付すべき書類は，次のとおりとする。

ア 鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金所要額内訳表（別記第５号様式）

イ 教育支援体制整備事業費交付金実施要領の事業ごとに定める実績報告書の写し

ウ 歳入歳出予算（見込）書抄本

エ その他知事が必要と認める書類



（補助金の交付の条件）

第６条 別表第１欄の事業で養成施設受講料等補助又は免許更新受講料等補助の対象者は，

保育士証の交付若しくは幼稚園教諭免許状の交付を受けた後又は幼稚園教諭免許状の更新

後，対象施設において原則１年間以上勤務することとする。

（補助金の交付の決定及び確定の通知）

第７条 知事は，規則第３条の補助金交付申請書を受理した場合は，規則第４条及び第14条

の規定に基づき補助金の交付の決定及び交付額の確定を行うものとし，補助金交付決定及

び確定通知書（別記第８号様式）により通知するものとする。

（補助金の交付）

第８条 この補助金は，精算払により交付するものとする。

２ 規則第16条第１項の補助金交付請求書は別記第９号様式のとおりとする。

（雑 則）

第９条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は，平成29年２月17日から施行し，平成28年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，平成30年３月16日から施行し，平成29年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，平成31年２月20日から施行し，平成30年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，令和２年１月27日から施行し，平成31年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，令和３年３月11日から施行し，令和２年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，令和４年２月17日から施行し，令和３年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は，令和５年３月１日から施行し，令和４年４月１日から適用する。
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む
。

）
を

含
む

。
）

及
び

上
記

経
費

の
消

費
税

補
助

対
象

更
新

教
諭

１
人

に
つ

き
補

助
対

象
経

費
の

１
／
２

た
だ

し
，
1
0
0千

円
を

上
限

と
す

る
。

１
／

２
（

補
助

事
業

者
が

鹿
児

島
市

に
限

る
。

）
（

※
１
）

補
助

対
象

更
新

教
諭

が
幼

稚
園

免
許

状
の

更
新

後
，

認
定

こ
ど

も
園

等
に

お
い

て
常

勤
職

員
と

し
て

勤
務

を
開

始
し

た
日

の
属

す
る

月
の

末
日

ま
で

。
た
だ

し
，

や
む

を
得

な
い

理
由

に
よ

り
当

該
期

日
ま

で
に

提
出

で
き

な
い

場
合

は
，

こ
の

限
り

で
な

い
。

鹿
児

島
市

の
場

合
は

，
知

事
が

別
に

定
め

る
日

と
す

る
。

鹿
 
児

 
島

 
県

 
保

 
育

 
士

 
資

 
格

 
等

 
取

 
得

 
支

 
援

 
事

 
業

 
一

 
覧

１
　

事
業
名

保
育

教
諭

確
保

の
た

め
の
保

育
士

資
格

取
得

支
援

事
業

（
養

成
施

設
受

講
料

等
補

助
）

保
育

教
諭

確
保

の
た

め
の
保

育
士

資
格

取
得

支
援

事
業

（
代

替
保

育
士

雇
上

費
補

助
）

保
育

教
諭

確
保

の
た

め
の
幼

稚
園

教
諭

免
許

状
取

得
支
援

事
業

（
養

成
施

設
受

講
料
等

補
助
）

保
育

教
諭

確
保

の
た

め
の
幼

稚
園

教
諭

免
許

状
取

得
支
援

事
業

（
免

許
更

新
受

講
料
等

補
助
）



２
　

補
助

対
象

事
業

の
内
容

３
　

補
助

事
業
者

４
　

補
助

対
象

経
費

５
　

補
助

基
準
額

６
　

補
助
率

７
　

交
付

申
請

の
期
限

鹿
 
児

 
島

 
県

 
保

 
育

 
士

 
資

 
格

 
等

 
取

 
得

 
支

 
援

 
事

 
業

 
一

 
覧

１
　

事
業
名

幼
稚

園
教

諭
（

保
育

教
諭

確
保

の
た

め
の

保
育

士
資

格
取

得
支
援

事
業

（
養

成
施

設
受

講
料

等
補

助
）

の
対

象
と

な
る

幼
稚

園
教

諭
）

の
代

替
と

し
て

，
認

定
こ

ど
も

園
等

（
公

立
を

除
く

。
）
に

雇
上

さ
れ

た
幼

稚
園

教
諭

（
以

下
「

対
象

幼
稚

園
教

諭
」

と
い

う
。

）
に

係
る

雇
上

費
の

補
助

認
定

こ
ど

も
園
等

（
鹿

児
島

市
に
所

在
す

る
施

設
を
除

く
。

）
の

設
置
者

又
は

鹿
児

島
市

対
象

幼
稚

園
教

諭
に

係
る

雇
上
費

対
象

幼
稚

園
教

諭
１

日
当

た
り
7
,
2
20

円

１
／

２
（

補
助

事
業

者
が

鹿
児

島
市

に
限

る
。

）
（

※
１
）

補
助

対
象

保
育

士
が

保
育

士
証

の
交

付
を

受
け

た
後

，
対

象
施

設
に

勤
務

を
開

始
し

た
日

の
属

す
る

月
の

末
日

ま
で

。
た
だ

し
，

や
む

を
得

な
い

理
由

に
よ

り
当

該
期

日
ま

で
に

提
出

で
き

な
い

場
合

は
，

こ
の

限
り

で
な

い
。

鹿
児

島
市

の
場

合
は

，
知

事
が

別
に

定
め

る
日

と
す

る
。

保
育

教
諭

確
保

の
た

め
の
幼

稚
園

教
諭

免
許

状
取

得
支
援

支
援

事
業

（
代

替
幼

稚
園
教

諭
雇

上
費

補
助
）

※
１

　
第

６
欄

に
定

め
る

補
助

率
は

，
第

５
欄

に
定

め
る

補
助

基
準

額
と

，
第

４
欄

に
定

め
る

補
助

対
象

経
費

の
実

支
出

額
と

，
総

事
業

費
か

ら
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額
を

控
除

し
た

額
と

を
比

較
し

て
い

ず
れ

か
少

な
い

方
の額

　
　

に
１

／
２

を
乗

じ
る
。



別記第１号様式（その１）（第４条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

円， 円， 円

・

（注）次に掲げる書類を添付すること。

※１　受講開始日

　次のいずれか早い日を受講開始とする。
・　養成施設に入学した日
・　養成施設からの受講許可を得た日

　２　受講者が当該対象施設に常勤職員として勤務していることが確認できる書類
　３　受講者に係る幼稚園教諭免許状の写し
　４　養成施設の入学日及び受講許可を得た日を確認できる書類

　５　受講者が養成施設に在学していることが確認できる書類（実施計画書を提出する際，まだ受講を開始していない
　　場合には，「⑥受講期間」の余白にその旨を記入し，受講を開始してから当該書類を追加で提出すること。）

　保育士修学資金貸付事業等の類似事業の貸付等を

受けている 受けていない ※いずれかに○をつけること。

　１　認定こども園への移行を予定している施設においては，移行予定時期がわかる移行計画（理事会資料等の写し）
　　及び移行予定時期を記入すること。

（備考）

⑨保育士修学資金貸付事業
　等，類似事業の貸付等の
　有無

合計

⑧受講に要する費用 入学料 受講料 合計

⑦保育実習や面接授業期間 保育実習 面接授業

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

日生

(

⑤養成施設名

④受講者の氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
　　こと。

（移行予定時期 　　

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒
電話

①施設名

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業実施計画書

〈受講料等補助事業〉

　　　　年　　月　　日

施設の設置者　

市町村名・法人名

代 表 者

所 在 地



第１号様式（その２）（第４条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

（

※１　受講開始日

　次のいずれか早い日を受講開始とする。

・　養成施設に入学した日

・　養成施設からの受講許可を得て，科目の受講等を開始した日

・　受講申込み時点で入学料等を養成施設に支払う場合には受講申込日

※　本計画書は，保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書〈受講料等補助〉（第１号様式
　（その３））及びその添付書類と併せて提出すること。

⑨代替保育士の雇上期間
　　 　　

日間）雇上計画日数

（備考）

（注）次に掲げる書類を添付すること。

　１　代替保育士が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類（実施計画書を提出する際，まだ雇用を開始
　　していない場合は，計画書の備考欄にその旨を記入し，雇用を開始してから追加で提出すること。）

　２　代替保育士に係る保育士証の写し

合計

⑧代替保育士の氏名
ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日
日生

(

⑦教育実習や面接授業期間 教育実習 面接授業

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

日生

(

⑤養成施設名

④受講者（対象保育士)の
　氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ
生年月日

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
　　こと。 （移行予定時期 　　

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒
電話

①施設名

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業実施計画書

〈代替保育士雇上費補助事業〉

　　　　年　　月　　日

施設の設置者　

所 在 地

市町村名・法人名

代 表 者



第１号様式（その３）（第４条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

円， 円， 円

・

（注）次に掲げる書類を添付すること。

※１　受講開始日
　次のいずれか早い日を受講開始とする。
・　養成施設に入学した日
・　養成施設からの受講許可を得て，科目の受講等を開始した日
・　受講申込み時点で入学料等を養成施設に支払う場合には受講申込日

　５　受講者が養成施設に在学していることが確認できる書類（実施計画書を提出する際，まだ受講を開始していない
　　場合には，「⑥受講期間」の余白にその旨を記入し，受講を開始してから当該書類を追加で提出すること。）

　２　受講者が当該対象施設に常勤職員として勤務していることが確認できる書類

　　

　１　認定こども園への移行を予定している施設においては，移行予定時期がわかる移行計画（理事会資料等の写し）
　　及び移行予定時期を記入すること。

　３　受講者に係る保育士証の写し
　４　養成施設の入学日及び受講許可を得た日を確認できる書類

（備考）

（移行予定時期

日生

生年月日

⑥受講期間
　　　　

　雇用保険制度の教育訓練給付等の類似事業の貸付等を

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書

〈受講料等補助事業〉

　　　　年　　月　　日

⑨雇用保険制度の教育訓練
　給付等，類似事業の貸付
　等の有無 ※いずれかに○をつけること。

④受講者の氏名

（受講開始日（※１））

(

受けていない

⑧受講に要する費用

面接授業 合計

入学料 受講料 合計

受けている

教育実習

①施設名

電話

⑦教育実習や面接授業期間

⑤養成施設名

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
　　こと。

ﾌﾘｶﾞﾅ

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒

代 表 者

施設の設置者　

所 在 地

市町村名・法人名



第１号様式（その４）（第４条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

円， 円， 円

・

（注）次に掲げる書類を添付すること。

※１　受講開始日
　次のいずれか早い日を受講開始とする。
・　更新講習の受講等を開始した日
・　受講申込み時点で受講料等を更新講習を実施する施設に支払う場合には受講申込日

　６　受講者が更新講習を実施する施設で講習を開始していることが確認できる書類（実施計画書を提出する際，まだ
　　受講を開始していない場合には，「⑥受講期間」の余白にその旨を記入し，受講を開始してから当該書類を追加で
　　提出すること。）

⑨雇用保険制度の教育訓練
　給付等，類似事業の貸付
　等の有無

　雇用保険制度の教育訓練給付等の類似事業の貸付等を

受けている 受けていない ※いずれかに○をつけること。

（備考）

　１　認定こども園への移行を予定している施設においては，移行予定時期がわかる移行計画（理事会資料等の写し）
　　及び移行予定時期を記入すること。
　２　受講者が当該対象施設に常勤職員として勤務していることが確認できる書類
　３　受講者に係る幼稚園教諭免許状の写し
　４　受講者に係る保育士証の写し（当該対象施設が幼保連携型認定こども園でない場合）
　５　更新講習の受講を開始した日を確認できる書類

合計

⑧受講に要する費用 入学料 受講料 合計

⑦教育実習や面接授業期間 教育実習 面接授業

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

日生

(

⑤更新講習を実施する施設名

④受講者の氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
　　こと。

（移行予定時期 　　

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒
電話

市町村名・法人名

代 表 者

①施設名

所 在 地

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書

〈免許更新受講料等補助事業〉

　　　　年　　月　　日

施設の設置者　



第１号様式（その５）（第４条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

（

※１　受講開始日

　次のいずれか早い日を受講開始とする。
・　養成施設に入学した日
・　養成施設からの受講許可を得た日

生年月日
日生

※　本計画書は，保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業実施計画書〈受講料等補助〉（第１号様式(その１)）
  及びその添付書類と併せて提出すること。

　　 　　

（備考）

⑨代替幼稚園教諭の雇上
　期間

　１　代替幼稚園教諭が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類（実施計画書を提出する際，まだ雇用を
　　開始していない場合は，計画書の備考欄にその旨を記入し，雇用を開始してから追加で提出すること。）

　２　代替幼稚園教諭に係る幼稚園教諭免許状の写し

（注）次に掲げる書類を添付すること。

雇上計画日数 日間）

合計

⑧代替幼稚園教諭の氏名

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

⑦保育実習や面接授業期間 保育実習 面接授業

(

ﾌﾘｶﾞﾅ

⑤養成施設名

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
　　こと。 　　

④受講者（対象幼稚園教
　諭)の氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ
生年月日

日生

(

（移行予定時期

電話

①施設名

法人名

代表者 理事長

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒

所在地

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書

〈代替幼稚園教諭雇上費補助事業〉

　　　　年　　月　　日

施設の設置者　



第２号様式（第５条関係）

殿

：
：
：

１　補助金交付申請額 金 円

２　関係書類

　(1)　鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金所要額内訳表（別記第４号様式）

　(2)　事業ごとに定める完了報告書（別記第６号様式）

　(3)　鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金収支精算書（別記第７号様式）

　(4)　歳入歳出予算（見込）書抄本

　(5)　その他知事が必要と認める書類

記

番 号
年 月 日

鹿児島県知事

　　　　年度鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金交付申請書

　　年度において鹿児島県保育士資格等取得支援事業を実施したいので，下記のとおり
補助金を交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び鹿児島県保育士資格
等取得支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により，関係書類を添えて申請します。

市町村名・法人名

所 在 地

代 表 者 名



第３号様式（第５条関係）

殿

所 在 地：
市町村名：
代表者名：

１　補助金交付申請額 金 円

２　関係書類

　(1)　鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金所要額内訳表（別記第５号様式）

　(2)　教育支援体制整備事業費交付金実施要領の事業ごとに定める実績報告書の写し

　(3)　歳入歳出予算（見込）書抄本

　(4)　その他知事が必要と認める書類

記

番 号
年 月 日

鹿児島県知事

年度鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金交付申請書

　　年度において鹿児島県保育士資格等取得支援事業を実施したいので，下記のとおり
補助金を交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び鹿児島県保育士資格
等取得支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により，関係書類を添えて申請します。



第４号様式（第５条関係）

総事業費
寄付金その
他の収入額

差引額
対象経費の
実支出額

選定額
(③と④を比較
して低い額）

補助基準額
県補助所要額
（⑤と⑥を比較
して低い額）

① ② ③＝①-② ④ ⑤ ⑥ ⑦

受講料等補助

代替保育士雇上費補助

受講料等補助

免許更新受講料等補助

代替幼稚園教諭雇上費
補助

（注４）④欄には，①欄のうち対象経費に係る支出額を記入すること。
（注５）⑤欄には，③欄と④欄を比較して少ない方の額を記入すること。
（注６）⑥欄には，鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金交付要綱別表第５欄に定める補助基準額を記入すること。
（注７）⑦欄には，⑤欄と⑥欄を比較して少ない方の額を記入すること。なお，事業ごとに算出された県費補助所要額に，1,000円未満の端数が生じた場合に
      は，これを切り捨てるものとする。

保育教諭確保のための
保育士資格取得支援事
業

保育教諭確保のための
幼稚園教諭免許状取得
支援事業

合　　計

（注１）補助金の対象となる者１人につき１行とすること。入力する行が不足する場合は適宜挿入すること。
（注２）①欄には，対象経費以外も含めた総事業費を記入すること。
（注３）②欄には，鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金以外の収入がある場合にその金額を記入すること。

　　　年度　鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金所要額内訳表

市町村名・法人名

単位：円

事　業　名 事 業 内 容



第５号様式（第５条関係）

総事業費
寄付金その
他の収入額

差引額
対象経費の
実支出額

選定額
(③と④を比較
して低い額）

補助基準額
県補助所要額
（⑤と⑥を比較して低い
額に1/2を乗じた額）

① ② ③＝①-② ④ ⑤ ⑥ ⑦

受講料等補助

免許更新受講料等補助

代替幼稚園教諭雇上費
補助

（注５）⑤欄には，③欄と④欄を比較して少ない方の額を記入すること。
（注６）⑥欄には，鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金交付要綱別表第５欄に定める補助基準額を記入すること。
（注７）⑦欄には，⑤欄と⑥欄を比較して少ない方の額に１／２を乗じて得た額を記入すること。なお，事業ごとに算出された県費補助所要額に，1,000円未満
　　　の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

保育教諭確保のための
幼稚園教諭免許状取得
支援事業

合　　計

（注１）補助金の対象となる者１人につき１行とすること。入力する行が不足する場合は適宜挿入すること。
（注２）①欄には，対象経費以外も含めた総事業費を記入すること。
（注３）②欄には，鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金以外の収入がある場合にその金額を記入すること。
（注４）④欄には，①欄のうち対象経費に係る支出額を記入すること。

　　　年度　鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金所要額内訳表

市町村名

単位：円

事　業　名 事 業 内 容



第６号様式（その１）（第５条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

円， 円， 円

年 月 日

（注）次に掲げる書類を添付すること。

※１　受講開始日

　次のいずれか早い日を受講開始とする。

・　養成施設に入学した日

・　養成施設からの受講許可を得た日

　養成施設の名称，支払者名，領収額，領収額の内訳（入学料と受講料のそれぞれの額），領収日，領収印

　１　認定こども園への移行を予定している施設においては，移行予定時期がわかる移行計画（理事会資料等の写し）
　　及び移行予定時期を記入すること。
　２　受講者が保育士証の交付を受けた後，当該対象施設に常勤職員として勤務していることが確認できる書類

　３　受講者に係る保育士証の写し

　４　養成施設の長が発行する対象経費の領収書（次に掲げる事項が記載された書類）

　　
⑨保育士証の交付を受けた後，当該
　 施設に常勤職員として勤務を開始
   した日

（備考）

合計

⑧受講に要した費用 入学料 受講料 合計

⑦保育実習や面接授業期間 保育実習 面接授業

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

⑤養成施設名

④受講者の氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日

電話

日生

(

①施設名

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業完了報告書

〈受講料等補助事業〉

　　　　年　　月　　日

代 表 者

施設の設置者　

所 在 地

市町村名・法人名

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
　　こと。

（移行予定時期 　　

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒



第６号様式（その２）（第５条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

（

円

※１　受講開始日

　次のいずれか早い日を受講開始とする。
・　養成施設に入学した日
・　養成施設からの受講許可を得て，科目の受講等を開始した日
・　受講申込み時点で入学料等を養成施設に支払う場合には受講申込日

　２　代替保育士が勤務した日において，当該代替職員の雇上が必要であったことを確認できる書類（受講者が養成施
    設において受講した日程等）

※　本報告書は，保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書〈受講料等補助〉（第６号様式（そ
  の３））及びその添付書類と併せて提出すること。

⑨代替保育士の雇上期間
　　 　　

雇上日数 日間）

　３　⑩代替保育士の雇上に要した費用の欄に記入した金額の根拠資料及び当該費用を支払ったことを確認できる書類

⑩代替保育士の雇上に要し
  た費用

（備考）

（注）次に掲げる書類を添付すること。
　１　代替保育士が当該対象施設に勤務していたことが確認できる書類

合計

⑧代替保育士の氏名
ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日
日生

(

⑦教育実習や面接授業期間 教育実習 面接授業

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

日生

(

⑤養成施設名

④受講者（対象保育士)の
  氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ
生年月日

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
    こと。 （移行予定時期 　　

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒
電話

①施設名

保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業完了報告書

〈代替保育士雇上費補助事業〉

　　　　年　　月　　日

施設の設置者　
所 在 地
市町村名・法人名

代 表 者



第６号様式（その３）（第５条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

円， 円， 円

年 月 日

（注）次に掲げる書類を添付すること。

※１　受講開始日

　次のいずれか早い日を受講開始とする。

・　養成施設に入学した日

・　養成施設からの受講許可を得て，科目の受講等を開始した日

・　受講申込み時点で入学料等を養成施設に支払う場合には受講申込日

  　養成施設の名称，支払者名，領収額，領収額の内訳（入学料と受講料のそれぞれの額），領収日，領収印

①施設名

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書

〈受講料等補助事業〉

　　　　年　　月　　日

施設の設置者　

所 在 地

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
    こと。

（移行予定時期 　　

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒
電話

日生

(

⑤養成施設名

④受講者の氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

合計

⑧受講に要した費用 入学料 受講料 合計

⑦教育実習や面接授業期間 教育実習 面接授業

　３　受講者にかかる幼稚園教諭免許状の写し

　４　養成施設の長が発行する対象経費の領収書（次に掲げる事項が記載された書類）

⑨幼稚園教諭免許状の交付を受けた
   後，当該施設に常勤職員として勤
   務を開始した日

　　

（備考）

　１　認定こども園への移行を予定している施設においては，移行予定時期がわかる移行計画（理事会資料等の写し）
    及び移行予定時期を記入すること。
　２　受講者が幼稚園教諭免許状の交付を受けた後,当該対象施設に常勤職員として勤務していることが確認できる書類

市町村名・法人名

代 表 者



第６号様式（その４）（第５条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

円， 円， 円

年 月 日

（注）次に掲げる書類を添付すること。

※１　受講開始日

　次のいずれか早い日を受講開始とする。

・　更新講習の受講等を開始した日

・　受講申込み時点で受講料等を更新講習を実施する施設に支払う場合には受講申込日

　３　受講者にかかる更新講習修了確認証等の写し

　４　更新講習を実施する施設の長が発行する対象経費の領収書（次に掲げる事項が記載された書類）
  　更新講習を実施する施設の名称，支払者名，領収額，領収額の内訳（入学料と受講料のそれぞれの額），
  領収日，領収印

⑨更新講習修了確認証明書等の発行
　 を受けた後，当該施設に常勤職員
   として勤務を開始した日

　　

（備考）

　１　認定こども園への移行を予定している施設においては，移行予定時期がわかる移行計画（理事会資料等の写し）
    及び移行予定時期を記入すること。
　２　受講者が更新講習修了確認証明書等の発行を受けた後,当該対象施設に常勤職員として勤務していることが確認で
　　きる書類

合計

⑧受講に要した費用 入学料 受講料 合計

⑦教育実習や面接授業期間 教育実習 面接授業

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

日生

(

⑤更新講習を実施する施設名

④受講者の氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
    こと。

（移行予定時期 　　

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒
電話

市町村名・法人名

代 表 者

①施設名

所 在 地

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書

〈免許更新受講料等補助事業〉

　　　　年　　月　　日

施設の設置者　



第６号様式（その５）（第５条関係）

　鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

- ）

１　　認定こども園

２　　認定こども園への移行を予定している施設

年 月 ）

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

日， 日， 日

年 月

歳 )

年 月 日 ～ 年 月 日

（

円

※１　受講開始日

　次のいずれか早い日を受講開始とする。

・　養成施設に入学した日

・　養成施設からの受講許可を得た日

①施設名

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書

〈代替幼稚園教諭雇上費補助事業〉

　　　　年　　月　　日

施設の設置者　

所在地

法人名

代表者 理事長

③施設の種別
　※いずれかに○をつける
　　こと。 （移行予定時期 　　

②施設所在地
　（鹿児島市除く）

（〒
電話

日生

(

⑤養成施設名

④受講者（対象幼稚園教
　諭)の氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ
生年月日

⑥受講期間
　　 　　

（受講開始日（※１））

合計

⑧代替用知恵教諭の氏名
ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日
日生

(

⑦保育実習や面接授業期間 保育実習 面接授業

⑨代替幼稚園教諭の雇上
　期間

　　 　　

雇上日数 日間）

　２　代替幼稚園教諭が勤務した日において，当該代替職員の雇上が必要であったことを確認できる書類（受講者が養
　　成施設において受講した日程等）
　３　⑩代替幼稚園教諭の雇上に要した費用の欄に記入した金額の根拠資料及び当該費用を支払ったことを確認できる
　　書類

※　本報告書は，保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業完了報告書〈受講料等補助〉（第６号様式(その１)）
  及びその添付書類と併せて提出すること。

⑩代替幼稚園教諭の雇上
　に要した費用

（備考）

（注）次に掲げる書類を添付すること。

　１　代替幼稚園教諭が当該対象施設に勤務していたことが確認できる書類



第７号様式（第５条関係）

【収入】 （単位：円）

金　　　　額 備　　考

年
度

年
度

【支出】 （単位：円）

金　　　　額 備　　考

年
度

年
度

上記のとおり，相違ないことを証明します。

　　　　年　　月　　日

　　　　　　　 法人名

代表者名 理事長

小　　　　計

合　　　　　計

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　　計

科　　　　　目

　　　年度鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金収支精算書

科　　　　　目

小　　　　計



第８号様式（第７条関係）

殿（様）

印

１ 交付決定額 金 円

２ 交付確定額 金 円

　　　　　及び交付確定通知書

　　年　月　日付け第　号で申請のあった　年度鹿児島県保育士資格等取得支援事業費
補助金については，鹿児島県補助金等交付規則第４条の規定により次のとおり交付する
ことに決定し，同規則第14条の規定により交付額は，交付決定額と同額に確定したので
通知します。

記

年度鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金交付決定

番 号
年 月 日

鹿児島県知事



第９号様式（第８条関係）

殿

：
：
：

請求金額 金 円

円

円

円

円

（ カ タ カ ナ ）
口 座 名 義 人

今 回 請 求 額

未 請 求 額

金 融 機 関 名 本・支店名

普通・当座の種別 口 座 番 号

記

総 額

前回までの交付額

所 在 地
市町村名・法人名

代 表 者 名

　　　　　年　　月　　日付け第　　　号の交付決定（確定）通知書に基づく　　　　年度鹿
児島県保育士資格等取得支援事業費補助金を交付くださるよう鹿児島県補助金等交付規則第16
条の規定により下記のとおり請求します。

番 号
年 月 日

鹿児島県知事

　　　　年度鹿児島県保育士資格等取得支援事業費補助金交付請求書


